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１．平成24年11月期の連結業績（平成23年12月1日～平成24年11月30日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 24年11月期 506 △11.1 △420 ― △435 ― △328 ―

 23年11月期 569 △33.0 △257 ― △355 ― △468 ―

(注) 包括利益 24年11月期 △361百万円(―％) 23年11月期 △396百万円(―％)

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

 24年11月期 △13,810 37 ― ― △49.4 △82.9

 23年11月期 △22,645 72 ― △256.4 △25.6 △45.1

(参考) 持分法投資損益 24年11月期 ―百万円 23年11月期 △65百万円

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

 24年11月期 749 △242 △32.3 △8,858 61

 23年11月期 1,010 4 0.4 196 62

(参考) 自己資本 24年11月期 △242百万円 23年11月期 4百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

 24年11月期 △103 274 91 250

 23年11月期 △208 △33 190 6

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額 
(合計)

配当性向 
(連結)

純資産
配当率 
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年11月期 ― 0 00 ― 0 00 0 00 0 ― ―

24年11月期 ― 0 00 ― 0 00 0 00 0 ― ―



  

 

 

 
  
  

・この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点におい
て、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了していません。 

  

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的
であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性が
あります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付
資料２ページ「経営成績に関する分析」をご覧ください。 

※ 注記事項
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 有

  新規   ―社             、除外 １社 (㈱T&Cフィナンシャルリサーチ)

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
 

 ① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

 ② ①以外の会計方針の変更 ： 無

 ③ 会計上の見積りの変更 ： 無

 ④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）
① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 24年11月期 27,321株 23年11月期 20,708株

② 期末自己株式数 24年11月期 ―株 23年11月期 ―株

③ 期中平均株式数 24年11月期 23,797株 23年11月期 20,708株

※ 監査手続の実施状況に関する表示

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
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当連結会計年度におけるわが国経済は、前半において、東日本大震災の復興需要などを背景に、緩や

かに景気回復に向けた動きが見られましたが、後半以降は、欧州や新興国経済の減速、円高の長期化等

により経済環境は、依然として不透明な状況で推移いたしました。一方、個人消費はマインド改善や雇

用環境の回復もあり底堅い状況にあります。  

 日本の株式市場においては、期首に8,500円台であった日経平均株価は、欧州債務問題の沈静化や日

本銀行による追加金融緩和策などにより上昇傾向を強め、平成24年３月下旬には10,200円台を回復する

場面がありました。春先以降は再び欧州問題への懸念が強まり低迷が続きましたが、平成24年11月にか

けては解散・総選挙決定に伴う景気浮揚や金融政策に対する期待感が広がりました。この結果、日経平

均株価は9,446円で当連結会計年度末を迎えました。  

 当社グループの事業領域である金融業界においては、欧州債務や米国財政への懸念が残るものの、世

界の主要国の株価はおおむね上昇基調にあり、投資家のリスク許容度には改善の兆しが見えてまいりま

した。一方、国内の金融機関の多くが継続してコスト削減を実施しており、また、為替証拠金取引業者

による再編の動きも加速しております。  

 当社グループは、中立性の高い投資情報をタイムリーに投資家の皆様にお届けし、資産形成に役立て

ていただけるよう、更なるコンテンツの充実と品揃え強化に取り組んでまいりました。しかしながら、

このような環境下、売上高は減少し業績の低迷を余議なくされました。  

 以上の結果、当連結会計年度の売上高は506,735千円（前年同期比63,040千円の減少）、営業損失は

420,186千円（前年同期は営業損失257,051千円）となりました。これは、継続的にコスト削減を実施し

てまいりましたが、売上の減少分を吸収するには至らなかったことに起因いたします。 

経常損失につきましては、支払利息19,819千円、遅延損害金22,833千円などを計上した結果、435,110

千円（前年同期は経常損失355,416千円）となり、当期純損失については関係会社株式売却益386,574千

円を計上したものの、のれん償却額284,117千円を計上した結果、328,654千円（前年同期は当期純損失

468,947千円）となりました。 

当社グループの事業における位置付け及びセグメントとの関連は、次のとおりであります。 
  

投資情報提供事業においては、日本株及び中国株情報提供では株式市場の低迷に加え、尖閣諸島等の

国際問題も投資意欲の減退を及ぼし個人会員の減少が続いております。法人向けサービスでは国内の金

融機関の多くが継続してコスト削減を実施していることや、為替証拠金取引業者による再編の動きも加

速し、売上が前年同期を下回る状況が続きました。また、平成24年11月１日に投資情報提供事業の中核

会社である㈱T&Cフィナンシャルリサーチを売却し連結子会社から除外いたしました。  

 以上の結果、当連結会計年度における投資情報提供事業の売上高は440,425千円（前年同期比46,483

千円の減少）、営業損失については63,004千円（前期同期は営業利益35,502千円）となりました。 
  

金融アドバイザリー事業においては、投資家のリスク許容度に改善の兆しは見えるものの、依然とし

てファンド業界の低迷が継続していることから、ファンドの契約残高が伸び悩みました。  

 以上の結果、当連結会計年度における金融アドバイザリー事業の売上高は37,029千円（前年同期比

17,371千円の減少）、営業損失については51,003千円（前年同期は営業損失21,134千円）となりまし

た。 
  

ライセンス事業においては、前年同期より特許権使用料売上が増加いたしました。 

 以上の結果、ライセンス事業の売上高は29,279千円（前年同期比814千円の増加）、営業利益につい

ては7,079千円（前年同期比814千円の増加）となりました。 
  

  

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析

① 投資情報提供事業

② 金融アドバイザリー事業

③ ライセンス事業
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(次期の見通し） 

当社グループは、株式会社T&Cフィナンシャルリサーチの全株式を平成24年11月1日付で譲渡し、投資

情報提供事業をETF関連事業に転換し、既存事業である金融アドバイザリー事業とともに展開してまい

ります。また、これまでのライセンス事業からさらに踏み込んだ医療機器製造販売事業を加え、外部金

融環境に左右されにくい安定成長を確保する事業ポートフォリオを構築いたしました。 

 次期の業績予想につきましては、事業ポートフォリオの変革による業績予想を合理的に見積もること

が困難であるため、現状の公表は差し控えさせていただき、業績予想の開示が可能になった時点でお知

らせいたします。 

  

 ① 資産、負債及び純資産の状況 

 (資産） 

流動資産は、前連結会計年度末に比べて98,057千円増加し、533,695千円となりました。これは主に

連結子会社を売却したことにより現金及び預金が243,952千円増加し、売掛金が39,874千円減少したこ

とが原因であります。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べて358,462千円減少し、216,289千円となりました。これは主に

のれんを一括償却したことに伴いのれんが316,588千円減少したことが原因であります。 

 この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて260,404千円減少し、749,984千円になりました。 

 (負債） 

 流動負債は、前連結会計年度末に比べて14,379千円減少し、990,509千円となりました。これは主に

１年内返済予定の長期借入金が57,780千円、未払費用が66,403千円減少し、未払金が164,128千円増加

したことが原因であります。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べて72千円増加し、1,501千円となりました。 

 この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べて14,307千円減少し、992,010千円になりました。 

 (純資産） 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて246,097千円減少し、△242,026千円の債務超過となりまし

た。これは主に当期純損失328,654千円を計上したことが原因であります。 

（２）財政状態に関する分析
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② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度のキャッシュ・フローについては、現金及び現金同等物が前年同期比243,952千円の

増加となり、期末残高は250,761千円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により減少した資金は、103,601千円（前年同期は208,143千円の支出）となりました。これ

は、のれん償却額316,588千円、未払金の増加134,107千円、貸倒引当金増加76,552千円などによる増加

があったものの、関係会社株式売却益386,574千円による減少があったためであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により増加した資金は、274,150千円（前年同期は33,554千円の支出）となりました。これ

は、連結の範囲の変更を伴う子会社株式による収入279,813千円があったためであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により増加した資金は、91,307千円（前年同期比99,106千円の減少）となりました。これ

は、短期借入金の純増額91,357千円による増加があったためであります。 
  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
 (注）１．自己資本比率：自己資本／総資産 

      時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

      キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

      インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

       

平成20年11月期 平成21年11月期 平成22年11月期 平成23年11月期 平成24年11月期

自己資本比率 26.8％ 16.5％ 20.5％ 0.4％ △32.3％

時価ベースの自己資本比率 64.8％ 29.0％ 89.9％ 30.1％ 20.2％

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

― ― ― ― ―

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

― ― ― ― ―

     ２．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

     ３．株式時価総額は、「決算期末株価終値×決算期末発行済株式総数」により算出しております。

   ４．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象として 

     います。

     ５．キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用して 

     おります。

     ６．平成20年11月期、平成21年11月期、平成22年11月期、平成23年11月期及び平成24年11月期において営業キ  

    ャッシュ・フローがマイナスであったため、キャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバ  

    レッジ・レシオを記載しておりません。
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当社グループは、当連結会計年度におきまして、営業損失420,186千円、経常損失435,110千円、当期

純損失328,654千円を計上し、242,026千円の債務超過となりました。また、当連結会計年度末において

一部の債務が延滞しております。これらにより、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況

が存在しております。 

 なお、金融機関からの借入金につきましては、平成24年12月に普通預金との相殺により一部返済に充

当いたしました。残額については、一定期間にわたる借入金の返済猶予を前提とした資金計画を立案

し、当社の事業計画に基づき事業活動に影響のない範囲で借入金の返済を行っていく予定で、各金融機

関と交渉しております。  

当社グループは、当該状況を解消すべく、以上の対応策を実施しておりますが、これらのうち資金調

達については、現在交渉中であり先方との最終的な合意が得られていない事項が含まれております。ま

た、その他の対応策についても継続して実行中であるもののこれまでのところ十分な成果が得られてい

ない事項が含まれております。従って、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ

ます。 
  

今後のETF市場の拡大を視野に、XTF, Inc. が有する豊富なETFデータ、ツール及びネットワークを

活用し、米国を中心とした全世界でETFに関連する事業に積極的に取組んでまいります。さらに、当

社グループのキャッシュ・フローの安定化、収益の拡大、事業価値の増大に寄与する可能性のある施

策を様々な角度から検討し、さらなる事業基盤の拡大を進めてまいります。 
  

当社グループでは、外部金融環境に左右されにくい安定成長を確保する事業ポートフォリオを構築

するため、これまで持分法適用関連会社であった㈱メディエートを平成24年12月１日に連結子会社と

し、ライセンス事業からさらに踏み込んだ医療機器製造販売事業を開始いたしました。これにより安

定的な収益、キャッシュ・フローの確保を目指してまいります。 
  

当社グループでは、平成21年11月期連結会計年度より役員報酬及び従業員給与の削減を継続して

おりますが、平成25年1月には組織・業務の見直しにより人員削減を行いました。今後は、国内外

において現状の規模に合わせたオフィスの移転を予定しており、さらなる経費の削減に努めてまい

ります。 
  

当社グループでは、ETF関連事業、金融アドバイザリー事業及び医療機器製造販売事業といった

複合的な事業構造を十分に活用し、今後も資本政策を含めた新たな資金調達の検討及び交渉を進め

てまいります。 
  

  

  

  

  

（３）継続企業の前提に関する重要事象等

(1) ETF関連事業の強化と事業基盤の拡大

(2) 医療機器製造販売事業の強化

(3) リストラの徹底および強固な財務基盤の確立の実現に向けての諸施策への取組み

① コスト削減

② 資金調達
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当社グループは、「ベンチャー企業として情熱を持ち続けられる事業、世界でNO.1になれる事業を、

斬新なアイデアや金融テクノロジーを活用し発展させていくことにより、グループの企業価値の向上を

追求することで、株主および社会の信頼と期待にこたえていくこと」を経営理念と定め、全従業員が規

律ある信念と判断の下、ダイナミックにグローバルなビジネス展開を行い収益力の向上に努めてまいり

ます。 

  

当社は、「効率化経営を展開し、高収益体質の維持・強化を図る」ことを経営方針の一つに掲げ、株

主の皆様の視点から見た収益性を重視する観点から、長期的には「株主資本当期純利益率（ROE）」を

目標数値とし、常に収益の改善に努め、コストの削減意識をもって企業経営に取り組んでまいります。

一方で、収益面での５期連続の営業損失、営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスの状況が続い

ていることから、短期的には「売上高」「売上高営業利益率」の改善を目標としてまいります。 

  

当社グループでは、グループ全体でリストラクチャリングを積極的に推進し、経営・財務基盤の強化

を図るとともに、グローバル且つ多角的に高い成長性を追求する事業を推し進めていくために、戦略的

事業提携やM&Aを今後とも進めてまいります。  

 ETF関連事業では今後も急速な市場拡大が続くと予想されるETF市場を視野に、XTF, Inc.が有する豊

富なデータ、ツール及びネットワークを活用し米国を中心とした全世界でETFに関連する事業に積極的

にグローバル展開してまいります。  

 さらに外部環境に左右されにくく安定成長を確保する事業ポートフォリオを構築するため、ライセン

ス事業から更に踏み込んだ医療機器製造販売事業を開始いたしました。これにより安定的な収益、キャ

ッシュフローの確保を目指してまいります。  

 その他の事業につきましても、企業理念に照らし積極的に取り組んでまいります。  

  

当社グループが対処すべき課題とその対処方針は次のとおりであります。 

当社グループはこれまで、投資情報提供事業を中核に事業を展開してまいりました。しかしながら

当該事業は競合他社も多く、そのため過当な価格競争もこれまで以上に進むと予想されることから、

収益構造の改善は難しいと判断しております。  

 今後はETF関連事業、金融アドバイザリー事業に医療機器製造販売事業を加え、当社グループの事

業ポートフォリオを大きく変革いたします。これにより安定した業績の確立を目指してまいります。 
  

② グループ内各社の収益の黒字化 

事業ポートフォリオの変革に伴い、当社を含めたグループ内全ての会社をプロフィットセンターと

位置付け、各社それぞれにおいて収益化を図り、全社を単体で黒字化することにより、当社グループ

の早急な業績の改善を目指してまいります。  
  

③ 投資情報提供事業からETF関連事業への転換 

当社グループでは、従来のリアルタイムニュース、コンテンツ提供中心の投資情報提供事業は金融

機関の収益に左右されやすく軟調な事業展開が続くと判断し、その中核会社である㈱T&Cフィナンシ

ャルリサーチ社を売却いたしました。投資情報提供事業は、急速な市場拡大が続くと予想されるETF

市場に特化し、データ、コンテンツの提供に留まらず、上場、登録のコンサルティング、 モデルポ

ートフォリオの提供等のオールラウンドなETF関連事業をグローバルに展開してまいります。  
  

２．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略

（４）会社の対処すべき課題

① 投資情報のコンテンツ差別化と新商品の拡販
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④ システム部門の強化 

当社グループはインターネットをはじめIT技術を利用した情報提供を行っており、安定的なシステ

ム運用を行うことが必要であり、またソリューション提供を推進するためには、お客様のニーズを具

現化するシステム構築が必要不可欠となります。そのために、システム部門の人材の確保、情報イン

フラの整備を進めてまいります。  
  

当社グループは事業ポートフォリオを変革し、ETF関連事業、金融アドバイザリー及び医療機器製

造販売事業の拡大を図ってまいります。そのためには、顧客が必要としているサービスの把握はもと

より、顧客が期待している以上の提案をしていく営業・マーケティング体制が必要不可欠となりま

す。従いまして、人材の育成、教育を通じた営業・マーケット部門の強化を進めてまいります。  
  

当社グループは５期連続で営業損失、営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスであり、当連

結会計年度においては242,026千円の債務超過となったことから、この状況を早急に改善する必要が

あります。そのためにはより一層のコスト削減に努めるとともに、戦略商品に特化した営業戦略を進

めることにより売上の増加を目指してまいります。同時にバランスシートの修復、財務基盤の強化を

推進することにより、今後の積極的な事業展開に備えてまいります。  
  

当社グループは、金融商品取引法における内部統制にかかる報告を実施するため内部管理体制の強

化に努めてまいりました。それにより管理部門の人材の確保、育成、コンプライアンス機能の強化、

業務マニュアルの整備等を行ってまいりましたが、今後は、業務の効率性・有効性をより改善させる

ための内部管理体制のさらなる強化を推進してまいります。  

  

  

⑤ 営業・マーケティング部門の強化

⑥ 経営基盤の強化及び財務の健全性の確保

⑦ 内部管理体制の強化
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成23年11月30日) 

当連結会計年度 
(平成24年11月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,808 250,761

売掛金 151,369 111,494

たな卸資産 4,854 －

営業投資有価証券 276,460 266,774

その他 26,231 11,303

貸倒引当金 △30,086 △106,639

流動資産合計 435,638 533,695

固定資産   

有形固定資産   

建物 21,544 21,544

減価償却累計額 △9,377 △11,411

建物（純額） 12,167 10,133

工具、器具及び備品 59,408 38,294

減価償却累計額 △50,508 △25,161

工具、器具及び備品（純額） 8,899 13,132

有形固定資産合計 21,066 23,265

無形固定資産   

のれん 316,588 －

特許権 153,550 131,350

ソフトウエア 37,002 23,150

その他 773 205

無形固定資産合計 507,914 154,705

投資その他の資産   

投資有価証券 0 0

関係会社株式 0 0

敷金及び保証金 45,770 38,317

長期未収入金 63,360 63,360

貸倒引当金 △63,360 △63,360

投資その他の資産合計 45,770 38,317

固定資産合計 574,751 216,289

資産合計 1,010,389 749,984
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成23年11月30日) 

当連結会計年度 
(平成24年11月30日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 6,511 －

短期借入金 275,241 238,265

1年内返済予定の長期借入金 331,080 273,300

未払金 159,709 323,837

未払費用 114,949 48,546

未払法人税等 10,895 5,781

前受金 25,352 2,906

預り金 71,826 90,912

返品調整引当金 1,837 －

その他 7,485 6,959

流動負債合計 1,004,889 990,509

固定負債   

その他 1,429 1,501

固定負債合計 1,429 1,501

負債合計 1,006,318 992,010

純資産の部   

株主資本   

資本金 819,663 877,527

資本剰余金 601,871 659,734

利益剰余金 △1,368,139 △1,696,793

株主資本合計 53,395 △159,531

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,321 △7,712

為替換算調整勘定 △51,645 △74,782

その他の包括利益累計額合計 △49,324 △82,494

純資産合計 4,071 △242,026

負債純資産合計 1,010,389 749,984
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
 連結損益計算書 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年11月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年12月１日 
 至 平成24年11月30日) 

売上高 569,775 506,735

売上原価 344,617 392,049

売上総利益 225,157 114,685

返品調整引当金戻入額 2,250 1,837

返品調整引当金繰入額 1,837 1,222

差引売上総利益 225,571 115,300

販売費及び一般管理費 482,622 535,486

営業損失（△） △257,051 △420,186

営業外収益   

受取利息 2,515 2

受取賃貸料 1,225 1,625

為替差益 － 9,548

債務消滅益 － 1,617

雑収入 1,085 15,777

営業外収益合計 4,826 28,571

営業外費用   

支払利息 27,484 19,819

持分法による投資損失 65,410 －

為替差損 9,511 －

遅延損害金 － 22,833

雑損失 785 842

営業外費用合計 103,192 43,495

経常損失（△） △355,416 △435,110

特別利益   

前期損益修正益 2,653 －

関係会社株式売却益 － 386,574

受取賠償金 － 6,280

特別利益合計 2,653 392,854

特別損失   

固定資産除却損 4,105 －

減損損失 3,138 －

のれん償却額 － 284,117

関係会社株式評価損 89,456 －

前払費用償却損 11,109 －

その他 487 984

特別損失合計 108,297 285,102

税金等調整前当期純損失（△） △461,060 △327,358

法人税、住民税及び事業税 8,322 1,296

法人税等調整額 902 －

法人税等合計 9,224 1,296

少数株主損益調整前当期純損失（△） △470,285 △328,654

少数株主損失（△） △1,337 －

当期純損失（△） △468,947 △328,654
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 連結包括利益計算書 
（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年12月１日
 至 平成23年11月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年12月１日
 至 平成24年11月30日) 

少数株主損益調整前当期純損失（△） △470,285 △328,654

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 643 △10,033

為替換算調整勘定 73,007 △23,136

その他の包括利益合計 73,650 △33,170

包括利益 △396,634 △361,825

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 △394,154 △361,825

少数株主に係る包括利益 △2,480 －
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（３）連結株主資本等変動計算書 
(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成22年12月１日
 至 平成23年11月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年12月１日
 至 平成24年11月30日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 819,663 819,663

当期変動額   

新株の発行 － 57,863

当期変動額合計 － 57,863

当期末残高 819,663 877,527

資本剰余金   

当期首残高 601,871 601,871

当期変動額   

新株の発行 － 57,863

当期変動額合計 － 57,863

当期末残高 601,871 659,734

利益剰余金   

当期首残高 △936,804 △1,368,139

当期変動額   

連結除外による増加高 37,613 －

当期純損失（△） △468,947 △328,654

当期変動額合計 △431,334 △328,654

当期末残高 △1,368,139 △1,696,793

株主資本合計   

当期首残高 484,730 53,395

当期変動額   

新株の発行 － 115,727

連結除外による増加高 37,613 －

当期純損失（△） △468,947 △328,654

当期変動額合計 △431,334 △212,927

当期末残高 53,395 △159,531

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 1,677 2,321

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 643 △10,033

当期変動額合計 643 △10,033

当期末残高 2,321 △7,712

為替換算調整勘定   

当期首残高 △124,652 △51,645

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 73,007 △23,136

当期変動額合計 73,007 △23,136
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年11月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年12月１日 
 至 平成24年11月30日) 

当期末残高 △51,645 △74,782

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △122,974 △49,324

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 73,650 △33,170

当期変動額合計 73,650 △33,170

当期末残高 △49,324 △82,494

少数株主持分   

当期首残高 476,596 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △476,596 －

当期変動額合計 △476,596 －

当期末残高 － －

純資産合計   

当期首残高 838,351 4,071

当期変動額   

新株の発行 － 115,727

連結除外による増加高 37,613 －

当期純損失（△） △468,947 △328,654

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △402,945 △33,170

当期変動額合計 △834,280 △246,097

当期末残高 4,071 △242,026
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 
(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成22年12月１日
 至 平成23年11月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年12月１日
 至 平成24年11月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純損失（△） △461,060 △327,358

減価償却費 13,122 15,162

のれん償却額 8,205 316,588

特許権償却額 22,200 22,200

固定資産除却損 4,105 －

減損損失 3,138 －

関係会社株式評価損 89,456 －

営業投資有価証券評価損益（△は益） 15,520 －

前期損益修正損益（△は益） △2,653 －

返品調整引当金の増減額（△は減少） △413 △615

貸倒引当金の増減額（△は減少） 29,790 76,552

受取利息 △2,515 △2

支払利息 27,484 19,819

遅延損害金 － 22,833

為替差損益（△は益） 5,849 △9,752

持分法による投資損益（△は益） 65,410 －

関係会社株式売却益 － △386,574

受取賠償金 － △6,280

売上債権の増減額（△は増加） △38,353 9,575

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,548 △569

営業投資有価証券の増減額（△は増加） － 9,134

仕入債務の増減額（△は減少） △5,442 △1,381

未払金の増減額（△は減少） △10,784 134,107

前受金の増減額（△は減少） △8,590 △3,496

未払消費税等の増減額（△は減少） 5,093 4,878

その他 59,657 19,766

小計 △178,231 △85,413

利息及び配当金の受取額 454 4,074

利息の支払額 △15,898 △15,667

賠償金の受取額 － 6,280

遅延損害金の支払額 － △4,769

法人税等の支払額 △14,467 △8,106

営業活動によるキャッシュ・フロー △208,143 △103,601
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年11月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年12月１日 
 至 平成24年11月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,096 △2,098

無形固定資産の取得による支出 － △1,641

敷金及び保証金の差入による支出 － △1,984

関係会社貸付けによる支出 △42,989 －

貸付金の回収による収入 10,000 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
収入

－ 279,813

その他 531 60

投資活動によるキャッシュ・フロー △33,554 274,150

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 190,413 91,357

長期借入金の返済による支出 － △50

財務活動によるキャッシュ・フロー 190,413 91,307

現金及び現金同等物に係る換算差額 10,597 △17,903

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △40,686 243,952

現金及び現金同等物の期首残高 45,916 6,808

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 1,702 －

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △123 －

現金及び現金同等物の期末残高 6,808 250,761
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当社グループは、当連結会計年度におきまして、営業損失420,186千円、経常損失435,110千円、当期

純損失328,654千円を計上し、242,026千円の債務超過となりました。また、当連結会計年度末において

一部の債務が延滞しております。これらにより、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況

が存在しております。 

 なお、金融機関からの借入金につきましては、平成24年12月に普通預金との相殺により一部返済に充

当いたしました。残額については、一定期間にわたる借入金の返済猶予を前提とした資金計画を立案

し、当社の事業計画に基づき事業活動に影響のない範囲で借入金の返済を行っていく予定で、各金融機

関と交渉しております。 

当社グループは、当該状況を解消すべく、以上の対応策を実施しておりますが、これらのうち資金調

達については、現在交渉中であり先方との最終的な合意が得られていない事項が含まれております。ま

た、その他の対応策についても継続して実行中であるもののこれまでのところ十分な成果が得られてい

ない事項が含まれております。従って、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ

ます。 
  

今後のETF市場の拡大を視野に、XTF, Inc. が有する豊富なETFデータ、ツール及びネットワークを

活用し、米国を中心とした全世界でETFに関連する事業に積極的に取組んでまいります。さらに、当

社グループのキャッシュ・フローの安定化、収益の拡大、事業価値の増大に寄与する可能性のある施

策を様々な角度から検討し、さらなる事業基盤の拡大を進めてまいります。 
  

当社グループでは、外部金融環境に左右されにくい安定成長を確保する事業ポートフォリオを構築

するため、これまで持分法適用関連会社であった㈱メディエートを平成24年12月１日に連結子会社と

し、ライセンス事業からさらに踏み込んだ医療機器製造販売事業を開始いたしました。これにより安

定的な収益、キャッシュ・フローの確保を目指してまいります。 
  

当社グループでは、平成21年11月期連結会計年度より役員報酬及び従業員給与の削減を継続して

おりますが、平成25年1月には組織・業務の見直しにより人員削減を行いました。今後は、国内外

において現状の規模に合わせたオフィスの移転を予定しており、さらなる経費の削減に努めてまい

ります。 

当社グループでは、ETF関連事業、金融アドバイザリー事業及び医療機器製造販売事業といった

複合的な事業構造を十分に活用し、今後も資本政策を含めた新たな資金調達の検討及び交渉を進め

てまいります。 
  

なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性

の影響を連結財務諸表に反映しておりません。 

  

  

  

（５）継続企業の前提に関する注記

当連結会計年度(自 平成23年12月１日  至 平成24年11月30日)

(1) ETF関連事業の強化と事業基盤の拡大

(2) 医療機器製造販売事業の強化

(3) リストラの徹底及び強固な財務基盤の確立の実現に向けての諸施策への取組み

① コスト削減

② 資金調達
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主要な連結子会社の名称 

T&C Financial Research USA, Inc.  

㈱T&C XTF Japan 

XTF, Inc. 

T&C FA Holding AG  

T&C Financial Advisor (Schweiz) AG  

その他   5社 

前連結会計年度において連結子会社であった株式会社T&Cフィナンシャルリサーチは平成24年11月1日

付で全株式の譲渡に伴い連結の範囲から除外しております。なお、株式譲渡までの期間の経営成績を

連結財務諸表に含めております。 

該当はありません。 

前連結会計年度において、非連結子会社であった㈱JREINは、当社の支配力がなくなったため連結の

範囲から除外しております。 

  

該当はありません。 

１社 

主要な会社等の名称 

㈱メディエート 

㈱メディエートについては、決算日が異なるため、当該会社の事業年度に係る財務諸表を使用して

おります。 

該当はありません。 

該当はありません。 

  

連結子会社のうち、XTF, Inc. の決算日は12月末であります。連結財務諸表の作成にあたっては、連結

決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。 

その他の連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。 

  

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数    10社

(2) 非連結子会社名

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社数

(2) 持分法を適用した関連会社数

(3) 持分法を適用しない非連結子会社数

(4) 持分法を適用しない関連会社数

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項
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その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定しております。） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

定率法、但し海外連結子会社は定額法  

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。  

建物        3～15年  

工具、器具及び備品  4～10年  

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法を

採用しております。 

特許権については、11年間の定額法を採用しております。 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は連結決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は四半期ごとに四半期連結会計期間の期中平均為替相場により円貨に換算し、

換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めて計上しております。 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

当社グループは、投資対象、投資スキーム、投資タイミングなどを投資家に情報として提供するア

ドバイザリー業務を行なっております。 

そして、上記情報を判断材料に、自己の責任で投資する投資家に対して、アドバイザリーとしての

信用を得るため、当社グループの自己資金を利用して自らが投資することで、「信用補完」を行な

うことがあります（責任投資業務）。 

この責任投資業務を目的として行なう投資については、責任投資業務目的以外で保有する有価証券

とは区分して、「営業投資有価証券」として「流動資産の部」に表示しております。 

また、営業投資有価証券の償還または売却から生じる損益は、営業損益の区分に表示することとし

ております。 

  

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

 有価証券(営業投資有価証券を含む。）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

② 無形固定資産

(3) 重要な引当金の計上基準

 貸倒引当金

(4) 重要な外貨建ての資産又は負債の本邦通貨への換算基準

(5) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①  消費税等の会計処理

②  営業投資有価証券の会計処理
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１  報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。  

 当社は、サービスの内容、提供先、市場の類似性を考慮した事業別のセグメントに区分しており、「投

資情報提供事業」「金融アドバイザリー事業」「ライセンス事業」の３つを報告セグメントとしておりま

す。 

   

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と概ね同一であります。 
  

３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度(自  平成22年12月１日  至  平成23年11月30日) 

 
（注）１．(1) セグメント利益又は損失の調整額△277,684千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△

277,684千円が含まれております。全社費用は報告セグメントに帰属しない連結財務諸表提出会社の管理部

門にかかる費用であります。 

(2) セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

(3) セグメント資産の調整額351,374千円は、各報告セグメントに配分されていない全社資産351,374千円が

含まれており、その主なものは、連結財務諸表提出会社の余資運用資金（現金及び預金）、管理部門に

係る資産であります。 

(4) 減価償却費の調整額は、各報告セグメントに配分されていない全社資産の減価償却費であります。 

(5) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、各報告セグメントに配分されていない全社資産の

増加額であります。 

（７）連結財務諸表に関する注記事項

(セグメント情報等)

(セグメント情報)

事業区分 事業内容

投資情報提供事業 投資情報コンテンツの作成・配信・販売

金融アドバイザリー事業 ファンドの管理・運用、投資スキーム等のアドバイザリー業務

ライセンス事業 保有する特許権の運用

（単位：千円）

報告セグメント
調整額 
（注）1

連結財務諸表
計上額投資情報 

提供事業
金融アドバイ
ザリー事業

ライセンス
事業

計

売上高

  外部顧客への売上高 486,909 54,401 28,465 569,775
― 
 

569,775
 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 486,909 54,401 28,465 569,775 ― 569,775

セグメント利益又は損失
（△）

35,502 △21,134 6,265 20,633 △277,684 △257,051

セグメント資産 111,197 337,950 209,867 659,015 351,374 1,010,389

その他の項目

  減価償却費 4,169 1,689 22,200 28,058 7,263 35,322

 のれんの償却額 8,117 87 ― 8,205 ― 8,205

  有形固定資産及び 
  無形固定資産の増加額

39,228 ― ― 39,228 432 39,660

株式会社T&Cホールディングス（3832）平成24年11月期決算短信

19



  
当連結会計年度(自  平成23年12月１日  至  平成24年11月30日) 

 
（注）１．(1) セグメント利益又は損失の調整額△313,257千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△

313,257千円が含まれております。全社費用は報告セグメントに帰属しない連結財務諸表提出会社の管理部

門にかかる費用であります。 

(2) セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

(3) セグメント資産の調整額247,840千円は、各報告セグメントに配分されていない全社資産247,840千円が

含まれており、その主なものは、連結財務諸表提出会社の余資運用資金（現金及び預金）、管理部門に

係る資産であります。 

(4) 減価償却費の調整額は、各報告セグメントに配分されていない全社資産の減価償却費であります。 

(5) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、各報告セグメントに配分されていない全社資産の

増加額であります。 

（単位：千円）

報告セグメント
調整額 
（注）1

連結財務諸表
計上額投資情報 

提供事業
金融アドバイ
ザリー事業

ライセンス
事業

計

売上高

  外部顧客への売上高 440,425 37,029 29,279 506,735 ― 506,735

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 440,425 37,029 29,279 506,735 ― 506,735

セグメント利益又は損失
（△）

△63,004 △51,003 7,079 △106,929 △313,257 △420,186

セグメント資産 96,733 274,060 131,350 502,144 247,840 749,984

その他の項目

  減価償却費 8,438 1,084 22,200 31,722 5,640 37,362

 のれんの償却額 32,470 ― ― 32,470 ― 32,470

  有形固定資産及び 
  無形固定資産の増加額

2,314 ― ― 2,314 2,030 4,344
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(注) １ 潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、1株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

３ １株当たり当期純損失及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

 
  

(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自 平成22年12月１日
至 平成23年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成23年12月１日
至 平成24年11月30日)

１株当たり純資産額 196円62銭 △8,858円61銭

１株当たり当期純損失 22,645円72銭 13,810円37銭

項目
前連結会計年度末
(平成23年11月30日)

当連結会計年度末
(平成24年11月30日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 4,071 △242,026

普通株式に係る純資産額（千円） 4,071 △242,026

連結貸借対照表の純資産の部の合計額と1株当たり純資産

額の算定に用いられた普通株式に係る当連結会計年度末

の純資産額との差額の主な内訳（千円） 

 少数株主持分 ― ―

普通株式の発行済株式数（株） 20,708 27,321

普通株式の自己株式数（株） ― ―

1株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数 

（株）

 

20,708

 

27,321

項目
前連結会計年度

(自 平成22年12月１日
至 平成23年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成23年12月１日
至 平成24年11月30日)

１株当たり当期純損失

連結損益計算書上の当期純損失(千円) 468,947 328,654

普通株式に係る当期純損失(千円) 468,947 328,654

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 20,708 23,797

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり当期純利益の算定に含ま
れなかった潜在株式の概要 

― ―
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(1）連結の範囲の変更 

平成24年11月29日開催の取締役会において、持分法適用関連会社である㈱メディエートを支配力基準に

より、平成24年12月１日より当社の連結子会社とすることを決議いたしました。 

 
株式の追加取得を行わないため、所有株式数及び所有割合に変更はありません。 

  

(2）国外事務所の契約解除に伴う未払家賃の清算について 

平成24年11月に米国で発生したハリケーン「サンディ」により、当社のニューヨーク事務所が入居する

ビルが壊滅的な被害を受けたため、貸主から賃貸借契約の解除がなされました。これにより、未払家賃

144千USドルは12月に敷金130千USドルと相殺し清算いたしました。 

  

(3）人員削減の合理化 

当社は、平成24年12月25日開催の取締役会において、人員削減を行うことを決議いたしました。平成24

年12月20日に㈱みずほ銀行により預金と借入金の相殺の申し入れがなされため、当社グループは資金繰り

に窮することとなり大幅な計画変更を行う必要が生じました。これまでも最小限の人員により業務を行っ

てまいりましたが、更なる人員削減を実施し事業再建を進めてまいります。 

  

(4）銀行借入の返済について 

平成24年12月27日に㈱みずほ銀行からの借入金216,300千円の内165,770千円を普通預金と相殺した結

果、残額は50,529千円となりました。 

  

  

(重要な後発事象)

所有株式数 1,000株

所有割合 29.03% (間接所有を含む）
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